嘱託職員就業規則
第１章  総　則
（目的）
第１条　　この規則は、嘱託職員のかたの働く条件、服務（職場の規律）、そのほか仕事をおこなうについてのことを決めたものです。
　　　２　この規則に規定されていないことについては、労働基準法（以下「労基法」といいます。）やそのほかの関係法令によります。
（言葉の定義）
第２条　　この規則で嘱託職員とは、決められた手続きで会社に採用されたひとをいい、所属長とは、仕事の制度上、社員を指揮監督する権限をもつ上司をいいます。
（適用の範囲）
第３条　　この規則は、当社の嘱託職員に適用し、そのほかの社員については、別に定めます。
（守るべき義務）
第４条　　会社と嘱託職員のかたは、お互いにこの規則を守り、誠実にその義務を全うしなければなりません。
第２章　人　事
（嘱託職員）
第５条　　嘱託職員とはつぎのとおりで、１年以内の期間を決めて、働く契約を結ぶひとをいいます。
        ①当社の定年退職者で、再び雇い入れられたひと（以下「定年嘱託者」といいます。）
　　　　②入社時にすでに６０才を超えるひと（以下「採用嘱託者」といいます。）
（定年嘱託者の再雇用）
第６条　　会社は、定年になったひとや、なろうとするひとのうち、再び雇い入れを希望するひとを選考のうえ、決められた手続きによって嘱託職員として採用します。
（定年嘱託者の再雇用基準）
第７条　　会社は再雇用にあたって、つぎの基準によってその適否を審査して、決定します。
　　　　①健康状態が良好で、業務に耐えられるひと
        ②在職中の勤務態度や成績、性格などに大きな難点がないひと
        ③在職中にしていた仕事に、引き続き必要であるとき
（採用嘱託者の採用）
第８条　　会社は、入社を希望するひとを選考のうえ、決められた手続きによって嘱託職員として採用します。
（更新）
第９条　  会社は、仕事の都合や嘱託職員の勤務成績、能力、健康状態などを考慮して、嘱託雇用契約期間を１年以内の期間で更新することがあります。
（嘱託職員の最高雇用年齢）
第１０条  前条にかかわらず、嘱託職員の最高雇用年齢は満６５歳としますので、契約更新は最長でも満６５歳に達した日の直後の賃金締め切り日までとします。
（退　　職）
第１１条　嘱託職員のかたがつぎのどれかのときは、その日を退職の日として職託職員ではなくなります。
　      ①雇用契約の期間が終わったとき
　　　　②死亡したとき
        ③本人の都合により退職を願い出て会社の承認があったとき、または退職願いを提出して１４日を過ぎたとき
        ④解雇のとき
　　　　⑤無断欠勤が連続して１４日以上になったとき
第３章　勤　務
（勤務時間）
第１２条　嘱託職員のかたの働く時間や時刻はつぎのとおりです。
          　実働　　　　　８時間００分
          　休憩時間  　　１時間
          　始まりの時刻  午前９時００分
          　終わりの時刻  午後６時００分
      ２　前項の時間と時刻は仕事や個人によって変更することがありますが、そのときは事前に相談をしたうえ文書で通知いたします。
（休　　日）
第１３条　嘱託職員のかたの休日はつぎのとおりです。
        　①日曜日
        　②土曜日
　        ③国民の祝日、国民の休日
　        ④そのほか会社が指定する日
（休日の振替）
第１４条　会社は、仕事の都合で必要があるときは、会社、職場、もしくは個人ごとに、休日を４週４日の範囲内で他の日に振替えることがあります。
　　　２　休日を振り替えるときは、前日までに振り替える休日を指定して嘱託職員のかたに通知します。
（残業、休日勤務）
第１５条　仕事上必要ある場合は、嘱託職員の代表者と会社とで結んだ、残業と休日勤務の協定（労働基準法第３６条に基づく協定）の範囲内で、残業や休日勤務を命令することがあります。
　　　２　嘱託職員のかたは、正当な理由なくこれを拒否できません。
（育児・介護を行う女性）
第１６条　育児又は介護を行う女性が会社に申し出た場合は、４週で３６時間、１年間で１５０時間を超える残業はさせません。
第４章　年次有給休暇
（年次有給休暇）
第１７条　嘱託職員に対する有給休暇は、労働基準法に定める規定に従って付与します。
      ２　使った有給休暇については、通常の賃金を支払います。
      ３  会社での定年前の有給休暇の繰り越し分は、そのまま通常に使えます。
（有給休暇請求手続）
第１８条　有給休暇を使おうとするひとは前もって、決められた手続きによって会社に届け出てください。
      ２　請求した時季に有給休暇をとることが、会社事業の正常な運営を妨げるときは、ほかの時季に変更してもらうことがあります。
第５章　給　　与
（賃　　金）
第１９条　嘱託職員のかたの賃金、賞与などの給与については「給与規程」によります。
第６章  災害補償
（災害補償）
第２０条　嘱託職員のかたが、仕事に関係する業務上で負傷したり、病気にかかったり、万が一障害が残ったり死亡をしたときは、会社は労働者災害補償保険法に加入していますので、まずその制度によっていろいろな給付を受けます。
（業務外の傷病扶助）
第２１条　嘱託職員のかたが、仕事に関係しない業務外の病気やけがなどを受けたときは、会社は健康保険法の保険制度に加入していますので、その制度からいろいろな給付を受けることとします。
第７章　補　　則
（損害賠償）
第２２条　懲戒処分をした場合であっても、会社は被った損害の全部、または一部を賠償して頂くことがあります。
第９章  解雇と退職、服務規律
安全及び衛生、懲戒、教育訓練
第２３条  解雇とその手続き、懲戒処分、服務規律、安全及び衛生、教育訓練については、正社員就業規則を準用します。
付　　　　則
　　１、この規則は平成　○年　○月　○日から施行します。
　　２、この規則を改廃するときは、全社員の代表の意見を聞いておこないます。
